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１―１．滝川市を取り巻く状況 ～①滝川市における人口推移・人口予測
l 滝川市は、昭和 60年（1985年）に52,004 人に達して以降、一貫して人口減少が進行し、平成 27年

（2015年）は41,192人と1万人以上減少。

l 国立社会保障・人口問題研究所によると、今後も人口減少が進行し、令和27年（2045年）には25,318

人と3万人を下回ると推計。

l 昭和20年（1945年）頃と同程度の人口規模にまで減少することになるが、これまで市街地は少なくとも

4.5 倍以上に拡大。（昭和35年～平成27年のDID 地区面積が約 4.5 倍に拡大）しており、今後人口減少

の進行により、市街地において散発的に低密度化（スポンジ化）が進行すると予測。

１―２．滝川市を取り巻く状況 ～②滝川市における都市の特性

公共施設の老朽化
l平成24年度末時点で、建築後 30 年を経過

した施設が全体の 59.4％を占め、令和 4年

度末には 78.6％、令和 14 年度末には

93.3％となり、施設の老朽化が進行。

財政
l同規模都市（人口 3.5～5

万人）と比較すると、宅地

の地価、一人あたりの税収

額、財政力指数が低い。
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H27年（2015年）：41,192 人
15,000 人以上減少

R27年（2045年）：25,318 人

DID地区の人口密度は、同規模都市
（人口3.5～5万人）と比較して低い。
H27年（2015年）：27.2 人／ha
R27年（2045年）：16.7 人／ha

令和 27年（2045年）平成27年（2015 年）

人口密度が維持さ
れるエリアが点在

滝川駅周辺の人
口密度が低下

江部乙、東滝川の
人口密度が低下

中島町周辺は一定程
度人口密度が維持

公共施設等が集
積するエリアの人口
密度低下

平成 24 年度末 令和 4年度末 令和 14 年度末
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都市機能の分散
l大型商業施設は、滝川バイパス沿道に中

心的に立地

l市役所や市立病院等の医療施設は国道

12号沿道に立地

lホール等の文化施設は空知川に隣接する

地区に集積して立地

l交通結節機能を有する滝川駅、商業、医

療、教育、行政等の一部の都市機能が分

散して立地

登別市 85.07 0.47
北斗市 99.81 0.47
音更町 108.26 0.51
滝川市 89.85 0.40
網走市 116.85 0.43
稚内市 112.38 0.37
伊達市 98.22 0.39

財政力指数

市民一人
当たりの
税収額
（千円）

災害リスク
l外水氾濫が発生すると市街地の大

部分は 0.5m 以上の浸水が想定さ

れ、一部の市街地では3.0m以上の

浸水が想定されている。 行政区域

都市計画区域

用途地域範囲

洪水浸水想定区域（最大規模）

浸水深ランク

10.0m以上20.0m未満

5.0m以上10.0m未満

3.0m以上5.0m未満

0.5m以上3.0m未満

0m以上0.5m未満

浸水深 3.0m以上のエリアに
居住する人口（H27）：約 6,500 人

固定資産の価格等の概要調書（宅地）

別紙
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２．このままでは… ～人口減少の進行に対し、何も対策を講じなかった場合におけるまちへの影響

zz

浸水リスクが高いエリアにおける居住が増えた場合、
被災する可能性のある市民の割合が増加

公共交通利用者数の減少により、
交通事業者の経営悪化、バス路線・便数等のさら
なるサービス水準の低下

人口減少により低密度で分散した市街地により、カバー圏人口が減少し、各種生活サービスの非効率化
商圏人口の減少、サービスの非効率化により、各地区にある商業施設、医療施設等が撤退

人口減少により、
各地域のコミュニティの維持が困難となり、安心した地域社会の維持が困難
（孤独死の増加、地域防災力の低下など）

施設の老朽化による公共施設・インフラの維持管理コストが増加
し、さらに維持困難となる
人口、事業所の減少によりさらに地価が低下し、税収入がさらに
減少

老朽化した空き家、荒廃地の増加による、
景観の悪化、防犯・防災機能の低下、公衆衛生の悪化

R27年（2045年）において、
商業施設がそのまま残った場合のカバー圏人口は、18,665人（カバー割合：73.7%）
仮に、商業施設がバイパス沿いの施設しか残らなかった場合は、5,831人 （カバー割合：23.0%）
となるため、約1万3千人がカバーされなくなってしまう。

以上の生活利便性の低下により、さらなる人口流出が進行する悪循環へ

被災可能性のある市民の割合増加生活利便性の低下

コミュニティの維持が困難厳しい財政状況の深刻化空き家・荒廃地の増加

2004年∼2013年：
平均公共施設投資的経費 8.8 億円

2014年∼2053年：
1年あたりの更新費用試算 30.7 億

公共施設・インフラの維持管理費

約3.5倍

医療施設がそのまま残った場合のカバー圏人口は、14,353人（カバー割合：56.7%）
仮に、市立病院と中央病院しか残らなかった場合は、3,725人（カバー割合：14.7%）
となるため、約1万人がカバーされなくなってしまう。

R27年（2045年）において、
公共交通がそのまま残った場合のカバー圏人口は、
20,003人（カバー割合：79.0%）
仮に、
市外線しか走らなくなった場合は、12,916人
（カバー割合：51.0%）となり、約 7千人が
カバーされなくなってしまう。
市内線しか走らなくなった場合は、9,445人
（カバー割合：37.3%）となり、約 1万人が
カバーされなくなってしまう。

河川の氾濫により、住宅などが水
につかる浸水が想定される区域
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参考：人口密度と都市構造の関係

このまま対策を講じないままでいると…
人口密度が低密度化することにより、空き地・空き家等が発
生し、無秩序に商業、医療、子育て支援施設、集会施設等
の撤退が生じる恐れ。
→ 非効率な市街地形成となり、生活利便性が低下

H27年（2015年） R27年（2045年）

※撤退する施設数や場所については、あくまでイメージです。
（人口密度 20人/ha 以下に位置する施設を目安として
います。）

人口密度が低いほど、商業・医療の施設が少なく、公共交通の機関分担率が低く、行政コストが増大

(%)

滝川市100m メッシュ
平均人口密度(H27)
30.2 人/ha

滝川市100m メッシュ
平均人口密度(H27)
30.2人/ha

滝川市 100m メッシュ
平均人口密度(R27)
18.6人/ha

滝川市100m メッシュ
平均人口密度(R27)
18.6人/ha

※同規模都市における人口密度と行政コスト

人口密度は、国勢調査で公
表されている人口÷行政区
域により算出

人口密度
/H27

一人あたり
歳出額/H27

（人/k㎡） （千円/人）
登別市 233.8 407
北斗市 116.7 450
音更町 96.1 427
滝川市 355.4 525
網走市 83.0 606
稚内市 47.8 657
伊達市 78.8 493

滝川市
網走市稚内市

伊達市

音更市
北斗市

登別市

滝川市DID人口密度(H27国勢調査)
27.2 人/ha

滝川市DID人口密度(R27)
16.7 人/ha
※H27 の DID 区域面積が変化しない仮定で推計

H27(2015) R27(2045)
商業施設 27 9
医療施設 26 10
子育て支援施設 15 6
教育施設 13 9
文化・交流施設 23 10
合計 104 44
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なぜコンパクトシティか？
３．コンパクトシティを目指す意義
なぜ、いま「コンパクトシティ」か？ 「立地適正化計画」か？

参考： コンパクトシティをめぐる誤解

資料：国土交通省「立地適正化計画の説明会資料（平成 27 年 6月 1日時点版）」

利便性の高いエリアに、商業・医療や
公共施設等の都市機能を誘導

市街地を結ぶ交通手
段の確保

公共交通の利便性の高い
エリアに居住を誘導し、人
口密度を維持

地域生活を支える拠
点の形成

※あくまで区域のイメージとして記載されているものであ
り、実際の区域設定を示すものではありません。

コンパクト・プラス・ネットワークの都市づくりへ

立地適正化計画を策定し、コンパクト・プラス・ネットワークの都市づくりを推進

滝川市における計画策定のタイミング
l滝川市では、R３年度から総合計画の見直しも同時に

実施中。

l現在、各種計画の見直し時期にあるため、今後のまち

づくりの進め方を検討し、公共施設の再編や公共交通
などの具体的な施策と連携・連動しながら、何をどう取り組
んでいくのか示す「立地適正化計画」を策定し、各計画や取
組を戦略的に進めるため、今まさに「立地適正化計画」
が必要。

参考：コンパクト・プラス・ネットワークの都市づくりによる効果の例

【生活面】
ü 生活利便性の維持・向上（生活サービス機能の維持・アクセス確保など）
ü 高齢者の外出機会の増加、市民の健康増進

→ 高齢者や子育て世代が安心・快適に生活できる都市環境へ

【産業・経済面】
ü 地域経済の活性化（サービス産業の生産性向上、投資誘発）
ü 外出機会・滞在時間の増加に伴う消費拡大
ü 行政コストの縮減と固定資産税収の維持

→ 地域内での消費・投資の好循環の実現／財政面でも持続可能な都市経営へ

資料：国土交通省「平成 26 年度国土交通白書」

【環境面】
ü 地球環境への負荷の軽減（エネルギーの効率的利用、CO2排出量の削減）

→ 低炭素型の都市構造の実現へ

人口密度の維持

商業・医療施設等の
都市機能の維持

小売業等における
売上増加

アクセスの改善

従業員の所得増加

域外への消費流出の抑制

域外からの消費流入の促進

居住の誘導

交通ネットワークの再構築

商業・医療等の
都市機能の集約・誘導

コンパクト・プラス・ネットワーク

企業立地の促進
企業活動の生産性向上

居住誘導区域を設定して誘導 都市機能誘導区域を設定して誘導

①人口減少によって、市街地のスポンジ化・低密

度化が進行し、商業等の生活利便施設の減少

も懸念されるため、防災面を考慮しながら、あ
る程度の人口密度を保ち、生活関連機能を維持
確保していく区域を「今から」示し、各種誘導策を
連動させていくことが必要。

②商業・医療等の生活利便施設の維持・誘導のほ

か、老朽化した公共施設の建替え等にあたっ

ては、目指すべきまちづくり・都市構造の実現を推
進するため、これらの施設・機能をどこに配置・誘導
していくべきなのか、方針とその区域を「今まさに」
立てておくことが必要。

～R2 R3～ R14 R15
～2020 2021～ ～2032 2033～

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（R1～R12）

次期総合計画
（R5～）

滝川市都市計画マスタープラン
（H23～R12／H30部分見直し）

次期都市計画マスタープラン
（R6～）

公共施設等総合管理計画
（H26～R5）

滝川市立地適正化計画
（R5～）

公共施設マネジメント
計画（H25～R4）

滝川市都市交通マスタープラン
（H23～R12）

滝川市総合計画
(H24～R3)



R4 経済基礎演習

5

国土交通省「都市構造評価ハンドブック」で示される評価指標と、国土交通省「都市モニタリ

ングシート」を使用し、滝川市と同規模の人口規模（3万～5万）の都市と比較しました。

0.0
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70.0
DID人口密度(H27)

DID人口密度10年変化率(H27/H17)
日常生活サービスの徒歩圏充足率

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（医療）800m

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（福祉）800m

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（商業）800m

駅またはバス停留所徒歩圏(800m、300m)

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（医療）800m

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（福祉）800m

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（商業）800m

公共交通の機関分担率(通勤通学)鉄道

公共交通の機関分担率(通勤通学)バス

公共交通の機関分担率(通勤通学)合計値

小型車走行台キロ（合計）

一人当たりの小型車走行台キロ

公共交通沿線地域(駅・バス停徒歩圏)の人口密度
医療施設から500m圏内の住宅の割合

高齢者福祉施設の高齢人口カバー率（1,000m）保育所の徒歩圏0～4歳人口カバー率(800m)
歩道設置率

公園から500m圏内の住宅の割合

市民一万人あたりの交通事故死亡者数

最寄り緊急避難場所までの平均距離

空家率

従業者一人当たり第三次産業売上高

売上高/従業者数

小売商業床効率(市域全域)

小売商業床効率(市街化区域)

平均住宅地価(市街化区域)

歳出決算総額

人口当たりの公共施設等の維持・管理・更新費

財政力指数

市町村民税+固定資産税

市民一人当たりの税収額
市民一人当たりの自動車CO2排出量

滝川市

エネルギー・低炭素 人口密度

行政運営

生活利便性

地域経済

安全・安心

健康福祉

弱み 07：税収入が低い

弱み 06：小売業の
床効率が低い

強み 05：交通事故死亡者
数が少ない

強み 06：自動車の走行キロは他都市
よりも短く、CO2排出量も少ない

強み 04：他都市よりも歩く環境（歩
道設置）は充実している

強み 03：医療機能に近い住宅
の割合が高い

弱み 05：高齢者福祉機能や保育機
能周辺の対象人口カバー
率が低い

弱み 04：通勤通学におけるバス利用
の分担率が低い

弱み 03：商業機能周辺の人口密度
が低い

強み 02：医療機能、福祉機能周辺
の人口密度が高い

強み01：医療施設、商業施設、鉄道又はバス停留
所の徒歩圏人口カバー率が高い

弱み 02：福祉機能の徒歩圏人口カ
バー率が低い

弱み 01：他都市と比べて DID人口密度が低く、
ここ 10年間での減少率も大きい

総括：
他都市と比較して、医療・商業施設、公共交通のカバー状況が高く、生活利便性は比較的
高い状況です。一方、他都市よりも人口密度が低く、高齢者福祉や保育機能のカバー状況
の低さ、税収入の低さが弱みとなっています。今後人口減少の進行によって、さらに人口密度
の低下が予測され、現状で強みとなっている生活利便性の低下を招くことも考えられます。

人口(H27)

登別市 49,625

北斗市 46,390

音更町 44,807

滝川市 41,192

網走市 39,077

稚内市 36,380

伊達市 34,995

表 比較都市
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まちづくり方針・誘導方針の検討

●中空知の暮らしを守る都市
機能を確保

生
活

●安心して住み続けられるため
の医療、福祉、子育て、住ま
い等の生活機能の確保

●交通ネットワークの確保

経
済

●多様な交流を生み魅力高め
る都市づくり

●既存ストックを活用したコス
ト縮減

環
境 ●災害リスクに備えた都市づく

り

●自然環境・地球環境との共
生、コンパクトな市街地の形
成

持続可能な都市づくりに向けた課題

①商業等の高次都市サービスの確保

②広域交通ネットワークの確保

③産業を支える拠点とネットワークの充実

④魅力ある住宅・住環境の形成

⑤自然環境との共生・住環境の確保

●滝川に人を惹きつける魅力の創造
（人口流入・交流人口拡大を促進する環境の整備）

誘導方針（ストーリー）

”暮らし”と”魅力”の
相乗効果を生むまちづくり

①まちなかの魅力向上

②地域生活に必要な都市機能の確保

③生活を支える交通ネットワークの形成

④災害に強い都市づくり

⑤公共施設管理の最適化

まちづくりの方針（ターゲット）と誘導方針（ストーリー）

誘導方針（ストーリー）

まちづくりの方針（ターゲット）

●滝川暮らしの質の向上
（人口流出を抑制する定住環境の整備）

中心市街地の方針（ターゲット）と方針（ストーリー）

中心市街地の方針（ターゲット）

理想像

方針（ストーリー）

経済政策

効 果


